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      北京の日系スーパーで新潟米販促事業開催 

 

２０２１年３月１５日-２１日にかけて、北京市内

のイトーヨーカ堂アジア村店様において、新潟米の販

売と新潟市の PR イベントを開催しました。 新潟市

米を中国で輸入販売する米の卸業者「神明」様との共

同企画により実現したもので、新潟米販促事業として

は北京事務所単独では初めての試みとなりました。 

催事場では、新潟市が製作した米のプロモーション

ビデオ（生産編・消費編）他、観光 PR 動画「Hidden Gem」

を常時上映、新潟の米、新潟の観光情報を発信しま

した。足を止め動画に見入る方、或いは現場に設置

した新潟芸妓の等身大の看板と一緒に写真撮影す

る方の姿も多く見られました。 

また土日には、米の試食、景品抽選会を行い、当

事務所作成の「おにぎりブック中国語版」や観光パ

ンフレットを配布するなどして、新潟米の知名度の

更なる向上と、新潟市の観光の魅力を発信する貴重

な機会となりました。 

アンケート結果では、中国産米と比べかなり高

い価格であるにもかかわらず、９割以上の方が、

贈答品としてでなく、家庭消費用として購入され

ていたことが、新しい発見でした。 

会場となったイトーヨーカ堂様からは、「今後も

どんどん新潟市の PR に当店を使って欲しい」とい

う、大変ありがたいお言葉を頂戴しております。 

今後、更なる事業展開を図って参ります。（池田） 

 

 

     天皇誕生日祝賀レセプション出席 

 

２０２１年３月３１日、桜がちょうど見ごろを迎えた在中国日本国大使館公邸におい

て、各国大使はじめ日中の政治経済文化等関係者を集

め、天皇誕生日レセプションが開催されました。垂大

使は「大使就任以来、積極的に

各地を訪問している。今後も継

続して北京以外の各地を見て回

りたい。日中の友好関係は将来

いかなる情況においても重要

だ。」と挨拶、大勢の関係者で天

皇誕生日を祝いました。（池田） 
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北京に大規模黄砂が襲来 

 

３月１５日、北京市内で黄砂警報が発令されました。今年最大範囲、最強の黄砂が北

京市を覆い、同日午前中には PM１０平均濃度が１立方メートルあたり１０００マイク

ログラムを超えたとのことで、ここ１０年で最大

規模の黄砂襲来となりました。この黄砂の発生地

は主に内モンゴル自治区、寧夏回族自治区、新疆

ウイグル自治区などで、今年は雨が少なく気温が

高いことから地表が乾燥したことが、一つの大き

な要因とのこと。日本にもかなりの影響を及ぼし

た近年まれにみる黄砂襲来でした。 
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３月５日から１１日まで、第１３期全国人民代表大会（全人代）第４回会議が北京

の人民大会堂で開催された。全国から集まった代表は２９５３人。新型コロナ対策か

ら、代表にはすべてワクチンが接種され、メディア関係者にはＰＣＲ検査が実施され

た。会期はこれまでの１０日間から６日間に短縮された。 

大会では李克強総理が「政府活動報告」を行った。内容は３つで、①２０２０年の

回顧、②第１３次５か年計画（２０１６年―２０２０年）の成果と第１４次５ヵ年計

画（２０２１年―２０２５年）の目標と任務、③２０２１年の重点課題と具体的取り

組みについてである。 

全人代の開催に先立ち、国家統計局は２０２０年の確定経済数値を発表した。主な

ものを挙げると、国内総生産（ＧＤＰ）は対前年比＋２．３％の１０１兆６９８６億

元（１元は約１６円）だった。新型コロナ禍をいち早く克服した成果が経済に表れ、

主要国では唯一のプラス成長だった。第１四半期は－６．８％、第２四半期は＋３．

２％、第３四半期は＋４．９％、第４四半期は＋６．５％だった。新型コロナの関係

で、第１四半期は－６．８％と大きく落ち込んだが、回復も早く、第２四半期はプラ

スに転じ、第４四半期には２０１９年の水準に戻った。工業生産額は３１兆３０７１

億元で、前年比＋２．４％。食糧生産高は６億６９４９万トンで、前年比＋０．９％

だった。政府が最も重視していた雇用の安定という面では、新規雇用の目標９００万

人に対し、実績は１１８６万人だった。その一方、消費は新型コロナの影響から脱し

ていない。社会消費財小売総額は３９兆１９８１億元で、前年比－３．９％、うち商

品小売額は同－２．３％、飲食売上高は同－１６．６％だった。宿泊・飲食で計算す

ると同－１３．１％となる。消費のバロメーターと言われる新車販売は２５３１万台

で、同－２．０％だった（２位の米国は同１４４６万台、－１５．０％）。経済の落ち

込みで、租税収入も前年比－２．３％と、小幅ながらマイナスだった。全国民１人当

たりの可処分所得は、３万２１８９元で、前年比＋４．７％、物価要因を除いては実

質＋２．１％だった。 

 対外貿易は健闘したと言える。輸出入総額は前年比＋１．９％、内輸出は同＋４．

０％、輸入は同－０．７％だった。主要国・地域との貿易では、皮肉にも一番伸びた

のは「経済戦争」をやっている対米だった。対米輸出は同＋８．４％、輸入は同＋１

０．１％。これまた皮肉にも、対米貿易黒字（米国の赤字）は２兆１９６０億元と、

史上２位の大きさだった。貿易総額に関して言えば、米国の対中国経済制裁はほとん

ど効いていないと言える。その他の国・地域では、ＥＵ、ＡＳＥＡＮ、日本、韓国、

西園寺 一晃先生の 

北京事務所長コラム 
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台湾、ロシアなど、中国の輸出は軒並み前年比プラスだった。騒乱のあった香港、国

境紛争があったインドへの輸出は減少した。しかしインドからの輸入は＋１６．７％

と大きく増加した。なお昨年の、中国の全輸出に占める各国・地域の比率は、米国１

７．４％、ＥＵ１５．１％、ＡＳＥＡＮ１４．８％、香港１０．５％、日本５．５％、

韓国４．３％であった。 

さて、北京では今年の全人代に大きな関心が集まっていた。新型コロナと、長引く

と予想される対米経済戦争で、一体中国経済はどうなるのか、政府はどのような展望

を持ち、どのように経済運営をしてゆくのか、これは人々の生活に直結する問題だか

らである。 

全人代での李克強報告は多岐に渡ったが、中国国民の特に関心のある問題について

紹介してみる事にする。 

先ず昨年度の経済について、李克強は新型コロナ禍の下でも、成長率がプラスにな

ったと成果を強調、「世界が注目し、歴史に刻まれる結果を出すことができた」と胸を

張った。しかし、李克強報告が国民、市民の間で評判が良いのは、その率直さである。

李克強は、成果を強調しながらも、「課題と試練」を明らかにし、決して楽観していな

い。李克強は次のように述べている。 

「われわれは成果を肯定する一方で、直面している課題と試練をはっきりと認識し

ている。新型コロナウイルス感染症はいまなお世界中で蔓延し、国際情勢は不安定性・

不確実性が高まり、世界経済は複雑で厳しい状況にある。国内の感染症対策の取り組

みには依然として脆弱な部分があり、経済回復の基盤固めがいまだできておらず、個

人消費はなおも制約され、投資が伸び悩み、中小・零細企業と自営業者は多くの困難

を抱え、雇用情勢は厳しさを増している。枢要分野の革新能力が低い。一部の地方政

府の財政収支の矛盾が際立っており、金融などの分野のリスク防止・解消の任務は依

然として困難を極めている。生態環境保護は任重くして道遠しである。民生分野には

いまだ多くの不足部分がある。政府の活動には不十分な点があり、形式主義、官僚主

義が程度の差はあれ存在し、ひと握りの幹部に無責任な態度、職責の不履行、履行能

力の欠如の問題が見られる。幾つかの分野では腐敗の問題がいまだに起きている」。 

先ずはこの中で言われている「国際情勢の不安定・不確実性が高まり、世界経済は

複雑で厳しい状況にある」という事だが、これは主に米中経済戦争に根差したもので

あると理解されている。つまり指導部の理解では、米国で大統領の交代があったが、

米中関係は厳しい状況が続くという認識だ。中国指導部がこれまでも言ってきたが、

共和党であろうが、民主党であろうが、あるいはトランプであろうが、バイデンであ

ろうが、米国の対中強硬姿勢は変わらないであろうという事だ。それを意識して、李

克強は「２国間・多国間協力」、「多角的貿易」を強調している。これは名指しこそし

ていないが、米国の「一国主義」、「保護貿易」に対するアンチ・テーゼである。李克

強報告は、極力米国批判を抑えているが、米国との闘争、競争は「持久戦」であると

認識し、それに耐えうる「体制作り」をする事を目指している。中国が変わったと思

うのは、これほど米国の圧力が厳しいのにも関わらず、国民、市民の中には激しい反

米感情は感じられない。恐らくひと昔前なら、何十万、何百万人の反米デモが巻き起

こり、米国製品不買運動が起きたであろう。マクドナルドやＫＦＣ、スターバックス

は相変わらず多くの人が入っている。 

意外な感じがするのは、「感染症対策の取り組みには依然として脆弱な部分がある」

と述べていることである。新型コロナを、中国は完全に抑え込み、この分野では中国

の「１人勝ち」だと思われていたが、中国指導部は決して楽観していないようだ。今

でも河北省や大連市の一部では、感染が発生している。変異種も現れた。ワクチン接

種も１４億人の人口だから、そう簡単ではない。 
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最大の関心事はやはり経済だろう。昨年のＧＤＰ成長率は、主要国・地域で唯一プ

ラス成長だった事は、自信にはなっているようだが、経済の中身を見ると、そう手放

しで喜べない事を指導部は理解している。当面の最大の問題は消費の勢い不足である。

つまり、当面の経済政策の柱は「内需の拡大」だ。この事に関し、昨年から中国では

新しい経済用語がメディアに登場している。「双循環」だ。これが初めて登場したのは

２０２０年５月に開かれた「党中央政治局常務会議」で、習近平が提起した。同年１

０月の党１９期中央員会総会第５回会議（１９期５中全会）で正式に取り上げられた。

この「双循環」は、１４次５か年計画の中心を貫いている経済概念でもある。ひと口

で言えば、内需を中心とした国内の経済活動（生産、分配、流通、消費）と、外需を

中心とした対外経済活動（貿易・外資導入・対外投資）などが、中国全体の「経済的

大循環」を作り出しているというものだ。つまり内需と外需、輸入と輸出、外資導入

と対外投資のバランスの取れた、協調的発展を目指すと言う事である。この中で特に

強調されているのは「内需」である。これまでの、中国の成長モデルは「外需型」で

あった。輸出と外資導入が高度成長をけん引した。このチャイナモデルが壁にぶつか

った。今後の持続的、安定的成長を実現するには、内需の掘り起こしを行い、「内需型

成長」に転換する必要があると言うのがここ数年の考え方だ。確かにＧＤＰに占める

内需の比率は、米国が約７０％、日本が約６０％に比べ、中国は約４０％だ。中国は

世界情勢の変化に左右されやすい経済体質なのである。また今回のように対米経済戦

争が起きると、体質的には中国の方が打撃を受けやすい。 

内需拡大による、中国経済の体質改善のため、中国がこれから取り組むのは農村振

興と都市化、各地域に分けた、そして各地域の現状に即した発展戦略（京津冀共同発

展、長江経済帯強化、粤港澳ベイエリア建設注、長江デルタ一本化、黄河流域生態保

護）、サービス業の更なる整備・発展、各分野のデジタル化推進による「デジタル中国」

の建設、民生福祉の充実などだ。特に強調されているのは「科学技術の自立・自強」、

そのための研究開発費を毎年７％以上増やしてゆくとしている。その中でもハイテク

分野で、中国のアキレス腱と言われる半導体の自国生産（自給率の向上）は最重要課

題だ。これは米国に徹底的に痛めつけられたファーウエイの教訓でもある。３月１７

日、上海で中国最大規模の半導体製造装置の展示会「セミコン・チャイナ」が開かれ

た。まだまだ米国には遠く及ばないが、半導体の自給率向上に中国は必死で、一定の

進展はみられる。ある程度の時間を掛ければ、米国との差は確実に縮まるだろう。 

農村振興と都市化も、内需掘り起こしにとって重要だとの位置づけだ。内陸部旧農

村地域に数百の中小都市を作り、都市部と農村、中小都市間を高速道路と鉄道で結ぶ

計画である。すでに中国政府は、政府が管轄する高速道路の総距離を、２０３５年に

２０１９年比４７％延長する計画を作成している。２０１９年末時点で中国の高速道

路の総距離は１０万８６００ｋｍだから、これが２０３５年には１６万ｋｍになる。

米国の高速道路総距離は現在９万８０００ｋｍだから、すでに中国は高速道路世界１

だ。この高速道路網と、今後引き続き延長される鉄道網が完成すれば、都市部と旧農

村地帯、各都市間が繋がり、流通・物流面で一大革命が起きるだろう。この経済効果

は大きく、巨大な内需が生まれる可能性がある。いわば中国版「列島改造」論である。 

とにかく課題は山積しているが、問題解決の手は打ちつつある。これらが着実に進め

ば、中国経済の規模、科学技術のレベルは確実に米国に近づく。経済開発協力機構（Ｏ

ＥＣＤ）は、２０２８年中国のＧＤＰは米国に追いつき、追い抜くだろうと予測する。

その意味で、米国が焦り、しゃにむに中国叩きに走るのは、ある意味当然かもしれな

い。 

李克強報告では、１４次５か年計画期間の成長率目標は「合理的な範囲を保つ。毎

年の状況に応じて打ち出す」としただけで、具体的数字は掲げなかった。また２０２
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１年度の成長率も「６％以上」と控えめだった。複数の国際組織は、新型コロナの影

響による落ち込みの反動で、中国の２０２１年の成長は＋８％前後と予測する。６％

とは意外な「低姿勢」だった。それだけ中国指導部は今後の米中関係と世界経済の不

透明さにについて、厳しい見方をしているのだろう。その他、２０２１年度の目標は、

都市部新規就業者数１１００万人以上、都市部失業率５．５％前後、消費者物価上昇

率３％前後、ＧＤＰ１単位当たりのエネルギー消費量を３％程度減少、食糧生産高を

６億５０００万トン以上に保つなどだ。金融政策は、これまでの「穏健、柔軟」を継

続するとしている。 

消費と言えば、今年の春節（旧正月）の「民族大移動」は意外と抑制されたものだ

った。公式には、２月１１日―１７日が春節の連休となっていた。２月の消費者物価

指数（ＣＰＩ）は、前年同月比－０．２％だった。新型コロナ以前はここ数年、春節

で帰省する人、旅行する人などで約３０億人（延べ）が移動した。今年は約１７億人

が移動すると政府は予測していた。しかし、例えば北京のように、北京市政府が市民

に「なるべく北京を出ないように」と呼びかけ、北京市政府職員、共産党員は、基本

的に北京を出るのは禁止という厳しい措置を取ったように、各地でも同じような抑制

策が採られた。その結果、中国全体で移動したのは延べ８億７０００万人にとどまっ

た。新型コロナ対策を最優先した結果で、もちろん消費には不利である。２０２１年

１月―２月の工業生産は、前年同期比＋３５．１％と好調だが、それに比べ消費は回

復が遅い。この辺が政府の頭痛の種なのである。特に中小・零細企業と個人経営者が

一番苦しんでいる。政府は早急で確実な支援を表明した。政府財政から緊急に２兆元

を支出、直接被対象者に７日以内に届けると約束した（「直達機制」）。 

いずれにせよ、未だに新型コロナは世界経済に深刻な影響を与えているし、米中経

済戦争は外交・安全保障面にまで拡大しつつある。世界経済は正常化しつつあるとは

言え、不透明さは変わらない。

このような状況の中で、中国は

１４次５ヵ年計画をスタートさ

せた。中国には「開門紅」とい

う言葉がある。スタートから良

い成績を挙げるという事である。

さて、今年の中国経済は「開門

紅」と行くのかどうか。日本経

済にも大いに関わる問題である。 

注： 

京―北京、津―天津、冀―河北

省 

粤―広東省、港―香港、澳―マ

カオ 

（止） 
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■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。 

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-ipc.or.jp 

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 
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